
全国調査結果
2017年度調査

ニッセイ
景況アンケート調査結果

＜調査結果のポイント＞

◆企業の景況感は大幅に改善、先行きも好調
　を維持
◆労働時間短縮に取り組む企業は6割強、
　大企業では、9割近くに上る

協力：株式会社ニッセイ基礎研究所
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拝啓 貴社ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。

当社社業につきましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

ら御礼申しあげます。

心から御礼申しあげます。
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【調査概要】  
 
 
 １．調査時期：２０１７年８月  
 ２．回答企業数：３，２０８社  
 ３．回答企業の属性（下表参照）  

 
〔地域別状況〕                  〔企業規模別状況〕 

社数（社） 構成比（％）

北海道 78           2.4         
東北 79           2.5         
関東 1,603       50.0       

甲信越・北陸 88           2.7         

東海 267          8.3         

近畿 660          20.6       
中国 72           2.2         
四国 44           1.4         

九州・沖縄 166          5.2         

無回答・不明 151          4.7         

合計 3,208       100.0       

社　数（社） 構成比（％）

大　　　　　　企 　　　　　業 451 14.1
中　　 　堅　　 　企　　 　業 757 23.6
中　 　　小　 　　企　 　　業 1,942 60.5
無　回　答　・　不　　　明 58 1.8

合　　　　　　　　　　　　　計 3,208 100.0

（注1）規模別の区分
　　  大企業：従業員数が1000名超
　　  中堅企業：同300名超～1000名以下
　　  中小企業：同300名以下  

〔　業　種　別　状　況　〕

社数 構成比 社数 構成比

（社） （％） （社） （％）

　製造業 1,126 35.1 　非製造業 1,920 59.9

　素材型製造業 398 12.4 　建設・設備工事 205 6.4

　農林水産業 6 0.2 　運輸・倉庫 222 6.9

　鉱業・石油・窯業・土石 44 1.4 　通　　　信 37 1.2

　繊維・衣服 47 1.5 　不　動　産 139 4.3

　鉄　　　鋼 49 1.5 　卸　　　売 349 10.9

　非鉄金属・金属製品 108 3.4 　小　　　売 219 6.8

　化      学 144 4.5 　飲　　　食 68 2.1

　加工型製造業 728 22.7 　サービス業 518 16.1

　食　　　品 121 3.8 　①情報サービス 144 4.5

　家具・装備品・木製品 14 0.4 　②専門サービス 57 1.8

　一般機械・精密 126 3.9 　③事業所向けサービス 195 6.1

　電気機械 98 3.1 　④個人向けサービス 122 3.8

　輸送用機器 88 2.7 　金　　　融 92 2.9

　出版・印刷 60 1.9 　電気・ガス・水道 71 2.2

　その他製造業 221 6.9 　無回答 ・ 不明 162 5.0

（注2）①情報サービスには、ソフトウェア、情報処理、データベース等、②専門サービスには、法律、会計、設計、コンサルティング等

       を含みます。それ以外の事業所向けおよび個人向けのサービスは、それぞれ③事業所向けサービスと、④個人向けサービスに

       分類されています。
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◆ 現状の業況判断 D.I.を業種別にみると、21 業種（注 2）中 15 業種で前回調査から改善し、

悪化したのは 6 業種であった。業況判断 D.I.がマイナスの業種は前回調査の 7 業種か

ら 2 業種（繊維・衣服と出版・印刷）へと減少し、幅広い業種で景況感が改善してい

る。18 年 3 月の業況判断 D.I.もマイナスは 3 業種に留まった。  

◆  前回調査からの改善幅を業種別にみると、製造業では鉄鋼（+43.7 ポイント）、非鉄金

属・金属製品（+28.2 ポイント）、一般機械・精密（+20.4 ポイント）が大幅に改善し

た。また、非製造業では卸売（+14.3 ポイント）、建設・設備工事（+13.3 ポイント）、

運輸・倉庫（+12.1 ポイント）が前月調査から大幅に改善した。海外経済の回復や企

業の好業績を背景に、輸出や設備投資が好調であることに加え、回復が遅れていた個

人消費も緩やかに持ち直していることが幅広い業種で景況感を押し上げる要因となっ

た。  

 
（注 2）調査対象業種は全部で 23 業種。業種別グラフは回答企業数 20 以上の 21 業種の D.I.を「今回の水準」「前回からの

改善幅」で順位付けした。  

２．全 9 地域で景況感が改善、先行きは 8 地域で悪化 

◆ 現状の業況判断 D.I.を地域別にみると、全 9 地域で前回調査から改善した。特に、九

州・沖縄（+15.0 ポイント）、東海（+13.8 ポイント）の改善幅が大きかった。一方、

東北（+3.0 ポイント）、中国（+4.6 ポイント）、関東（+6.2 ポイント）は全国（+8.8
ポイント）を下回り、小幅な改善に留まった。  

◆ 業況判断 D.I.の 18 年 3 月の見通しは、全 9 地域中 8 地域で今回調査から低下した。

D.I.の水準は、中国が 0.7 と最も低く、次いで東北が 1.3 と続いている。  

（地域別：D.I.の水準） 
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（業種別：D.I.の水準）  

年連続で製造業の水準を上回って推移しており、安定した売上増加が続
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２．17 年度の設備投資は伸び鈍化 

− 8−



 
 

 

 

  D.I.   D.I.  

7 D.I. ×0.5 
 ×0.5  

◆ 各地域の貸出態度 D.I.は多少の変動はあるものの、高水準を維持しており、いずれの
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◆ 政府は人口や労働力人口が継続して減少している中で、長時間労働・残業などの悪しき

慣習が、生産性の低い原因になっていると考え、最近、働き方改革に積極的な動きを

見せている。 
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◆ 業種別にみると、労働時間短縮に最も「取り組んでいる」のは電気機械（79.6％）で、

次いで金融（79.3％）、一般機械・精密（78.6％）、食品（72.7％）の順であった。一方、

不動産と出版・印刷はそれぞれ 50.4％と 51.7％で相対的に低かったものの、すべての

業種で半数以上が労働時間短縮に「取り組んでいる」と回答した。 

 

【業種別にみた労働時間短縮に「取り組んでいる」割合】  

 

（注）企業数が 20 未満の業種は表示していない。 

 

◆ 2017 年 4 月に従業員数を増やした企業の 72.2％と 2018 年 4 月に従業員数を増やす見

通しである企業の 72.0％が労働時間短縮に取り組んでおり、同時期に従業員数を削減

した企業と従業員数を削減する見通しがある企業の取り組み状況（それぞれ 62.0％と

64.8％）を上回った。 

【従業員数の増減実績・見通し別労働時間短縮に「取り組んでいる」割合】 
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３．労働時間短縮に取り組んだ理由 

～労働時間短縮に取り組んだ最も大きな理由は「生産性の向上」（57.3％）と「従業員満足度

の向上及び働く意欲の引き上げ」（57.3％）～ 

～今後取り組みを予定している最も大きな理由は「従業員満足度の向上及び働く

意欲の引き上げ」（58.7％）～ 

 

◆ 労働時間短縮に取り組んでいる企業が、取り組んでいる理由としては、「生産性の向上」

（57.3％）、「従業員満足度の向上及び働く意欲の引き上げ」（57.3％）、「労働基準法や

政府方針の遵守」（55.6％）、「優秀かつ多様な人材の確保」（30.7％）が上位 4 項目に

なっている。また、「社会的要請への対応」（22.7％）、「人材の定着」（21.7％）も 20％
強にのぼっている。  

◆ 業種別では、製造業は「生産性の向上」が 63.3％で最も高く、非製造業では「従業員

満足度の向上及び働く意欲の引き上げ」が 59.5％で最も高かった。  

◆ 地域別では、関東、甲信越・北陸は「生産性の向上」が、東北、近畿、四国は「従業

員満足度の向上及び働く意欲の引き上げ」が最も高かった。一方、北海道、東海、中

国、九州・沖縄では「労働基準法や政府方針の遵守」が最も大きな理由であった。  

 

【労働時間短縮に取り組んだ理由】 
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◆ 今後労働時間短縮の取り組みを予定している企業が、取り組みを予定している理由は、

「従業員満足度の向上及び働く意欲の引き上げ」が 58.7％で最も高く、次に「生産性

の向上」（47.2％）、「労働基準法や政府方針の遵守」（40.3％）、「優秀かつ多様な人材の

確保」（38.6％）が続いている。 

 

【今後労働時間短縮の取り組みを予定している理由】 

 

 

 

調査数
（n）

生産性の向
上

従業員満足
度の向上及
び働く意欲
の引き上げ

労働基準法
や政府方針
の遵守

優秀かつ多
様な人材の
確保

社会的要請
への対応

人材の定着
企業イメー
ジの向上

売上増加へ
の期待

その他 　無回答

2048 57.3 57.3 55.6 30.7 22.7 21.7 9.9 3.9 1.4 0.6

<大企業> 396 62.6 54.5 62.1 28.3 27.5 16.7 11.9 3.0 1.8 0.8

<中堅企業> 576 58.0 57.5 57.5 30.6 21.9 21.4 9.7 2.8 1.0 0.2

<中小企業> 1058 55.1 58.3 52.2 31.9 21.0 23.6 9.3 4.9 1.3 0.8

(製造業) 762 63.3 54.5 55.9 29.0 23.6 17.3 9.8 4.5 1.3 0.5

(非製造業) 1241 54.0 59.5 56.3 31.7 22.4 24.2 9.7 3.5 1.5 0.4

[北海道] 59 54.2 57.6 61.0 32.2 20.3 27.1 8.5 5.1 0.0 0.0

[東北] 52 63.5 67.3 57.7 26.9 25.0 30.8 11.5 1.9 0.0 0.0

[関東] 1065 57.8 55.5 55.9 28.5 24.2 19.2 10.1 4.0 1.5 0.8

[甲信越・北陸] 63 66.7 50.8 46.0 36.5 27.0 20.6 4.8 4.8 0.0 0.0

[東海] 188 60.6 60.6 62.8 27.1 22.3 22.9 9.0 2.7 0.5 0.0

[近畿] 389 53.7 59.9 47.3 37.8 20.6 24.9 10.0 4.4 1.5 0.0

[中国] 52 65.4 65.4 76.9 25.0 23.1 19.2 5.8 1.9 1.9 0.0

[四国] 36 69.4 77.8 58.3 11.1 13.9 36.1 11.1 2.8 2.8 0.0

[九州・沖縄] 105 46.7 54.3 70.5 40.0 19.0 21.9 9.5 3.8 2.9 0.0

単位（％）

全体

規模

業種

地域
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人材の定着
社会的要請
への対応

企業イメー
ジの向上

売上増加へ
の期待

その他 　無回答

583 58.7 47.2 40.3 38.6 27.4 18.5 8.2 6.9 1.0 2.2

<大企業> 30 50.0 56.7 30.0 16.7 20.0 23.3 6.7 23.3 3.3 3.3

<中堅企業> 125 54.4 48.8 40.8 51.2 27.2 20.0 9.6 4.8 0.0 1.6

<中小企業> 421 60.6 46.8 40.9 36.1 27.3 17.6 8.1 6.4 1.2 2.4

(製造業) 221 57.9 53.8 40.7 33.9 22.6 23.1 6.3 5.9 1.4 3.2

(非製造業) 340 60.3 42.1 40.6 41.8 29.7 15.6 9.7 6.8 0.6 1.5

 単位（％）

全体

規模

業種
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きな差はなかった。一方、中堅企業や中小企業は「人件費の負担増加」（中堅企業50.1％、

中小企業45.3％）を最も大きな課題として挙げており、2番目の「人事及び評価システム

の見直し」（中堅企業35.0％、中小企業25.8％）と大きな差があった。製造業・非製造業

とも「人件費の負担増加」が最も大きな課題として挙げられた。 

働き方改革をするうえでの課題 

～働き方改革をするうえでの課題としては、「人件費の負担増加」が44.5％で最も大きな課題～ 
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◆ 労働時間短縮のための取り組みを実施している企業が、現在、最も取り組んでいるのは、

「組織や個人の業務時間管理の徹底」と「残業時間の規制」であった。労働時間短縮の

ために最近、政府が奨励している「働き方・休み方改善指標の活用」、「プレミアム

フライデーの実施」に取り組んでいる企業は少なかった。 

◆ 政府は人口や労働力人口が継続して減少している中で、長時間労働・残業などの悪しき

慣習が、生産性の低い原因になっていると考え、最近、働き方改革に積極的な動きを

を見せている。

− 25 −



 
 

 

 

 

働き方改革をするうえでの課題として、「人件費の負担増加」を挙げた企業が最も多く、

− 26 −



［参考資料］

　　景気動向の地域別比較

１．業況 （構成比：％､D.I.）
やや やや 業況判断
良い 悪い D.I.

2016/8（前回) 10.6 22.7 42.9 19.3 3.1 9.2
全国 2017/8（今回) 13.5 26.3 42.1 13.4 2.0 18.0

2018/3末見通 9.8 24.8 45.0 12.4 1.3 14.6
2016/8（前回) 5.5 26.6 40.4 23.9 1.8 5.0

北海道 2017/8（今回) 9.0 33.3 38.5 14.1 1.3 17.3
2018/3末見通 3.8 29.5 44.9 17.9 0.0 9.6
2016/8（前回) 10.9 20.7 34.8 28.3 4.3 2.7

東北 2017/8（今回) 3.8 30.4 41.8 21.5 2.5 5.7
2018/3末見通 2.5 25.3 48.1 20.3 3.8 1.3
2016/8（前回) 12.7 23.3 42.1 17.8 2.5 13.0

関東 2017/8（今回) 14.0 26.8 41.5 13.2 1.6 19.2
2018/3末見通 10.6 25.7 45.2 10.9 1.1 16.9
2016/8（前回) 4.8 24.8 44.8 22.9 2.9 2.9
2017/8（今回) 9.1 31.8 40.9 17.0 1.1 15.3
2018/3末見通 9.1 26.1 50.0 13.6 0.0 15.3
2016/8（前回) 9.6 21.5 41.4 23.1 3.7 5.1

東海 2017/8（今回) 11.6 28.5 46.8 12.4 0.7 18.9
2018/3末見通 7.5 21.3 56.2 12.7 1.5 10.3
2016/8（前回) 8.8 20.0 45.9 19.4 4.4 4.8

近畿 2017/8（今回) 12.9 25.3 43.3 13.9 3.0 15.5
2018/3末見通 10.0 25.0 46.4 13.5 2.0 13.8
2016/8（前回) 7.1 30.7 35.4 21.3 3.9 7.9

中国 2017/8（今回) 12.5 25.0 36.1 16.7 4.2 12.5
2018/3末見通 9.7 11.1 45.8 23.6 2.8 0.7
2016/8（前回) 7.5 26.4 45.3 20.8 0.0 10.4

四国 2017/8（今回) 15.9 18.2 59.1 6.8 0.0 21.6
2018/3末見通 6.8 27.3 54.5 11.4 0.0 14.8
2016/8（前回) 10.0 22.5 50.2 13.9 2.9 11.5
2017/8（今回) 22.3 20.5 42.8 10.8 0.6 26.5
2018/3末見通 13.3 27.7 41.0 12.7 0.6 20.2

（注）業況判断D.I.は次の算式による。

     （良いと回答した企業数％）＋（やや良いと回答した企業数％）×0.5

      －（やや悪いと回答した企業数％）×0.5－（悪いと回答した企業数％）

甲信越
・

北陸

九州
・

沖縄

　  業況判断D.I.の推移（全国）
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２．売上及び経常損益 （構成比：％､D.I.）

増収
前年
並み

減収
売上
D.I.

増益
前年
並み

減益
経常損益
D.I.

2015年度実績  (前回) 46.9 25.5 26.0 20.9 45.9 26.3 25.8 20.0
全国 2016年度実績  (今回) 43.2 27.1 26.4 16.8 45.6 26.7 23.5 22.1

2017年度見通  (今回) 41.3 39.7 12.7 28.6 34.7 40.9 17.4 17.3
2015年度実績  (前回) 42.2 23.9 33.0 9.2 39.5 30.3 29.4 10.1

北海道 2016年度実績  (今回) 46.1 20.5 32.0 14.1 55.1 16.7 26.9 28.2
2017年度見通  (今回) 34.6 47.4 16.7 17.9 28.2 48.7 20.5 7.7
2015年度実績  (前回) 48.9 17.4 31.5 17.4 45.7 17.4 34.8 10.9

東北 2016年度実績  (今回) 46.8 25.3 27.9 19.0 44.3 19.0 36.7 7.6
2017年度見通  (今回) 41.8 36.7 21.6 20.3 33.0 38.0 29.2 3.8
2015年度実績  (前回) 48.2 26.6 23.6 24.5 46.0 27.7 24.0 22.0

関東 2016年度実績  (今回) 44.5 28.1 23.9 20.6 45.4 28.2 21.9 23.4
2017年度見通  (今回) 41.3 41.2 10.5 30.9 35.9 42.4 14.3 21.5
2015年度実績  (前回) 39.1 29.5 30.5 8.6 47.6 25.7 25.7 21.9
2016年度実績  (今回) 35.2 30.7 30.7 4.5 47.8 26.1 22.7 25.0
2017年度見通  (今回) 38.6 40.9 17.1 21.6 38.6 39.8 17.1 21.6
2015年度実績  (前回) 50.5 17.8 30.2 20.4 50.6 17.6 30.7 19.9

東海 2016年度実績  (今回) 47.9 20.2 31.8 16.1 47.9 19.5 32.6 15.4
2017年度見通  (今回) 46.0 40.8 12.7 33.3 35.2 41.9 22.1 13.1
2015年度実績  (前回) 43.6 27.9 27.3 16.2 43.1 28.6 27.0 16.1

近畿 2016年度実績  (今回) 41.3 27.1 29.7 11.7 47.4 27.9 22.2 25.2
2017年度見通  (今回) 43.1 39.5 15.3 27.7 37.4 41.5 17.7 19.7
2015年度実績  (前回) 59.1 20.5 20.5 38.6 64.5 19.7 15.0 49.6

中国 2016年度実績  (今回) 37.5 13.9 45.8 -8.3 52.8 11.1 34.8 18.1
2017年度見通  (今回) 50.0 25.0 23.6 26.4 30.5 27.8 40.3 -9.7
2015年度実績  (前回) 54.7 17.0 28.3 26.4 51.0 11.3 37.7 13.2

四国 2016年度実績  (今回) 50.0 20.5 29.5 20.5 50.0 13.6 36.4 13.6
2017年度見通  (今回) 56.8 22.7 20.4 36.4 47.7 22.7 29.6 18.2
2015年度実績  (前回) 45.4 25.4 28.2 17.2 44.1 27.3 27.8 16.3
2016年度実績  (今回) 45.7 25.9 25.9 19.9 49.4 24.1 24.1 25.3
2017年度見通  (今回) 42.2 43.4 12.0 30.1 27.7 44.0 24.7 3.0

（注１）増収（増益）は、「連続増収（増益）」と「増収（増益）に転じた（る）」企業の合計。

　　　  減収（減益）は、「連続減収（減益）」と「減収（減益）に転じた（る）」企業の合計。

（注２）売上（経常損益）D.I.は次の算式による。

　　(連続増収（増益）と回答した企業数％）＋（増収（増益）に転じた（る）と回答した企業数％)

　  －（減収（減益）に転じた（る）と回答した企業数％)－(連続減収（減益）と回答した企業数％）

経常損益Ｄ．Ｉ．の推移（全国）
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3．従業員数の増減 （構成比：％､D.I.）
従業員数

D.I.
2016/4実績  （前回） 34.4 54.8 8.5 26.0

全国 2017/4実績  （今回） 35.5 52.7 7.8 27.7
2018/4見通  （今回） 33.4 55.9 3.9 29.5
2016/4実績  （前回） 41.3 47.7 8.3 33.0

北海道 2017/4実績  （今回） 51.3 38.5 10.3 41.0
2018/4見通  （今回） 48.7 46.2 5.1 43.6
2016/4実績  （前回） 38.0 53.3 7.6 30.4

東北 2017/4実績  （今回） 48.1 45.6 3.8 44.3
2018/4見通  （今回） 41.8 51.9 3.8 38.0
2016/4実績  （前回） 32.3 57.1 8.6 23.7

関東 2017/4実績  （今回） 33.4 54.8 7.7 25.6
2018/4見通  （今回） 30.8 58.6 4.1 26.7
2016/4実績  （前回） 28.6 60.0 11.4 17.1
2017/4実績  （今回） 37.5 52.3 9.1 28.4
2018/4見通  （今回） 37.5 58.0 2.3 35.2
2016/4実績  （前回） 44.6 45.1 8.7 35.9

東海 2017/4実績  （今回） 48.3 41.9 8.6 39.7
2018/4見通  （今回） 45.7 49.8 3.0 42.7
2016/4実績  （前回） 31.9 56.0 9.0 23.0

近畿 2017/4実績  （今回） 32.9 56.8 7.9 25.0
2018/4見通  （今回） 32.4 61.1 2.7 29.7
2016/4実績  （前回） 35.4 57.5 6.3 29.1

中国 2017/4実績  （今回） 38.9 44.4 11.1 27.8
2018/4見通  （今回） 40.3 47.2 6.9 33.3
2016/4実績  （前回） 43.4 47.2 5.7 37.7

四国 2017/4実績  （今回） 40.9 47.7 9.1 31.8
2018/4見通  （今回） 29.5 59.1 9.1 20.5
2016/4実績  （前回） 38.8 53.6 6.7 32.1
2017/4実績  （今回） 41.0 49.4 6.6 34.3
2018/4見通  （今回） 41.0 48.2 6.0 34.9

（注）従業員数D.I.は次の算式による。

    （従業員を増やした（す）と回答した企業数％）－（従業員を削減した（する）と回答した企業数％）

甲信越
・

北陸

九州
・

沖縄

従業員数D.I.の推移（全国）
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ニッセイ景況アンケート　単純集計結果　（2017年度調査）

労働時間短縮に向けた企業の取り組みや今後の課題
【１】従業員数について（パート・アルバイト含まず） 政府は、一億総活躍社会の実現に向けた環境整備を進めており、企業においても積極的な取り組みが期待されています。
　　　①50名以下（22.6％）　②100名以下（11.2％）　③300名以下（26.8％）　④500名以下（12.3％）　⑤1,000名以下（11.3％）　⑥3,000名以下（8.7％） 特に、一億総活躍社会の実現に向けた横断的課題と位置付けられている働き方改革のうち長時間労働の是正について、
　　　⑦3,000名超（5.4％） 貴社の取り組みをお伺いします。
 　　◇従業員数の増減について（対前年比） 【１３】貴社における労働時間短縮に向けた取り組み状況を教えてください。
　　　　　2017/4実績： ①増やした（35.5％）　②横ばい（52.7％）　③削減した（7.8％） 　　　　①取り組んでいる（63.8％）　②取り組んでいないが、今後取り組む予定である（18.2％）　

　　　　　2018/4見通： ①増やす（33.4％）　  ②横ばい（55.9％）　③削減する（3.9％） 　　　　③取り組んでおらず、今後も取り組む予定はない（10.5％）

【２】業況について 【１４】（上記【１３】で①又は②に回答された方）
　　　現在：             ①良い（13.5％）　②やや良い（26.3％）　③ふつう（42.1％）　④やや悪い（13.4％）　⑤悪い（2.0％） 　　　　貴社が（1）労働時間短縮に取り組んでいる、また(2)取り組みを予定している理由は何ですか（3つまで）。
　　　2018/3末見通： ①良い（9.8％）　②やや良い（24.8％）　③ふつう（45.0％）　④やや悪い（12.4％）　⑤悪い（1.3％） 　　　　 （1）労働時間短縮に取り組んでいる理由

【３】売上について 　　　　    　①生産性の向上（57.3％）　②売上増加への期待（3.9％）　③優秀かつ多様な人材の確保（30.7％）　④労働基準法や政府方針の遵守（55.6％）　

　　　2016年度実績：　①連続増収（29.3％）　②増収に転じた（13.9％）　③前年並み（27.1％）　④減収に転じた（19.9％）　⑤連続減収（6.5％） 　　　　    　⑤企業イメージの向上（9.9％）　⑥社会的要請への対応（22.7％）　⑦従業員満足度の向上及び働く意欲の引き上げ（57.3％）　

　　　2017年度見通：　①連続増収（21.7％）　②増収に転じる（19.6％）　③前年並み（39.7％）　④減収に転じる（9.0％）　⑤連続減収（3.7％） 　　　　    　⑧人材の定着（21.7％）　⑨その他（1.4％）　

【４】経常損益について 　　　　 （2）労働時間短縮の取り組みを予定している理由

　　　2016年度実績：　①連続増益（26.1％）　②増益に転じた（19.5％）　③前年並み（26.7％）　④減益に転じた（19.8％）　⑤連続減益（3.7％） 　　　　    　①生産性の向上（47.2％）　②売上増加への期待（6.9％）　③優秀かつ多様な人材の確保（38.6％）　④労働基準法や政府方針の遵守（40.3％）　

　　　2017年度見通：　①連続増益（17.7％）　②増益に転じる（17.0％）　③前年並み（40.9％）　④減益に転じる（13.5％）　⑤連続減益（3.9％）　 　　　　    　⑤企業イメージの向上（8.2％）　⑥社会的要請への対応（18.5％）　⑦従業員満足度の向上及び働く意欲の引き上げ（58.7％）　

【５】現在の金融機関の貸出態度について 　　　　    　⑧人材の定着（27.4％）　⑨その他（1.0％）　

　　　①積極的（37.9％）　②やや積極的（18.2％）　③ふつう（32.0％）　④やや厳しい（2.2％）　⑤厳しい（0.6％） 【１５】労働時間短縮のために（１）現在、最も取り取り組んでいる項目と、(２)今後、優先的に取り組む予定である項目を
【６】金融機関との取引関係の変化について 　　　 教えてください（主なもの3つまで）。
　　　直近１年： ①取引金融機関を増やした（7.5％）　②取引金融機関を減らした（3.6％）　③メインバンクを変えた（0.4％）　 ④特に変化なし（81.0％）　 　　　　 （1）現在、最も取り取り組んでいる項目

　　　今後：      ①取引金融機関を増やす（2.5％）　  ②取引金融機関を減らす（3.3％）　  ③メインバンクを変える（0.2％）　 ④特に変化なし（84.1％） 　　　　    　①従業員の増員による個人の業務負担の緩和（21.8％）　②組織や個人の業務時間管理の徹底（47.2％）　

　　　◇（①又は②又は③とご回答の場合）取引関係変更の理由（主なもの２つまで） 　　　　    　③残業時間の規制（ノー残業デーの設定、時間外労働の事前申告制等）（40.1％）　④長時間労働となっている組織や個人への個別指導（29.8％）　

　　　　　　①有利な借入条件（44.9％）　②円滑な資金調達（37.2％）　③効果的な経営相談（6.9％）　④社会的信頼性の向上（6.0％） 　　　　    　⑤テレワーク・在宅勤務の導入（1.7％）　⑥勤務時間インターバル制度の実施（1.3％）　⑦フレックスタイム制の活用（8.2％）　

　　　　　　⑤取引金融機関数の適正化（26.8％）　⑥その他（11.9％） 　　　　    　⑧年次有給休暇取得の促進（23.3％）　⑨年次有給休暇の計画的付与制度の実施（6.6％）　⑩IT環境の改善、機械化等による業務量の削減（6.4％）　

【７】設備投資について 　　　　    　⑪プレミアムフライデーの実施（0.9％）　⑫完全週休2日制の導入（4.6％）　

　　　◇設備投資金額について（前年度と比べ） 　　　　    　⑬働き方・休み方改善指標（ポジションマップ、レーダーチャート、チェックリスト）の活用（1.1％）　⑭その他（0.7％）　⑮特になし（3.5％）

　　　　　2016年度実績： ①増加した（19.2％）　②やや増加した（14.2％）　③横ばい（46.7％）　④やや減少した（5.9％）　⑤減少した（4.9％） 　　　　 （2）今後、優先的に取り組む予定である項目

　　　　　2017年度見通： ①増加する（15.7％）　②やや増加する（15.0％）　③横ばい（46.5％）　④やや減少する（7.1％）　⑤減少する（4.7％） 　　　　    　①従業員の増員による個人の業務負担の緩和（12.9％）　②組織や個人の業務時間管理の徹底（22.9％）　

　 　 ◇設備投資目的について（主なもの２つまで） 　　　　    　③残業時間の規制（ノー残業デーの設定、時間外労働の事前申告制等）（12.5％）　④長時間労働となっている組織や個人への個別指導（19.5％）　

　　　　　①生産・販売能力増強（42.2％）　②製（商）品・サービスの向上（15.5％）　③省力・合理化（21.8％） 　　　　    　⑤テレワーク・在宅勤務の導入（7.1％）　⑥勤務時間インターバル制度の実施（3.5％）　⑦フレックスタイム制の活用（6.0％）　

　　　  　④経営多角化（4.1％）　⑤研究・開発（6.3％）　⑥設備の更新維持（47.1％）　⑦その他（3.3％） 　　　　    　⑧年次有給休暇取得の促進（19.2％）　⑨年次有給休暇の計画的付与制度の実施（8.7％）　⑩IT環境の改善、機械化等による業務量の削減（19.9％）　

【８】今後必要となる経営資金について 　　　　    　⑪プレミアムフライデーの実施（1.1％）　⑫完全週休2日制の導入（2.4％）　

　　　＜資金使途＞①生産設備資金（24.5％）　②営業販売施設資金（6.1％）　③運転資金（28.2％）　④研究開発設備資金（2.9％）　 ⑤M&A資金（2.7％） 　　　　   　 ⑬働き方・休み方改善指標（ポジションマップ、レーダーチャート、チェックリスト）の活用（7.6％）　⑭その他（1.8％）　⑮特になし（5.5％）

　　　　　　　　　　　　⑥その他（4.9％） 【１６】労働時間短縮の取り組みにより(1)実際、どの程度の短縮につながりましたか。
　　　＜調達方法＞①自己資金（27.0％）　②民間金融機関からの借入（39.5％）　③リース・割賦（5.4％）　④政府系金融機関からの制度融資（5.6％） 　　　　また、（2）今後実施する予定の場合、どの程度の削減目標を設定していますか。
　　　　　　　　 　　   ⑤株式発行（0.4％）　⑥社債発行（2.8％）　⑦グループ会社間ファイナンス（6.8％）　⑧未定（1.7％）　⑨その他（0.9％） 　　　　 (1)実際、どの程度の短縮につながったか

　　　＜時期＞　　　①年度内（32.1％）　②来年度上期（9.2％）　③来年度下期（6.4％） 　　　　   　 ①▲3%程度（12.8％）　②▲5%程度（8.9％）　③▲10%程度（5.4％）　④▲15%程度（0.9％）　⑤▲20%以上（1.3％）　

　　　◇（調達方法で②又は③とご回答の場合）調達決定する際に重視する要素（主なもの２つまで） 　　　　   　 ⑥その他（11.2％）　⑦特段目標は設定しない（30.6％）　⑧そもそも実施する予定がない（3.8％）　

　　　　　①金利条件（75.5％）　②貸手の信用力・安定性（12.9％）　③過去からの継続的取引（メイン・株主等）（71.9％）　④コンサルティング力（2.8％） 　　　　 (2)今後実施する予定の場合、どの程度の削減目標を設定しているか

　　　　　⑤情報提供力（6.3％）　⑥その他（1.3％） 　　　　   　 ①▲3%程度（3.6％）　②▲5%程度（5.6％）　③▲10%程度（8.6％）　④▲15%程度（2.0％）　⑤▲20%以上（2.7％）　

【９】興味のある又は実施を検討されているファイナンス手法を教えてください（主なもの２つまで） 　　　　   　 ⑥その他（4.4％）　⑦特段目標は設定しない（38.5％）　⑧そもそも実施する予定がない（3.6％）　

　　　　①シンジケートローン（8.4％）　②コミットメントライン（5.9％）　③外貨建ローン（2.1％）　④プロジェクトファイナンス（1.7％）　⑤劣後ローン（0.7％） 【１７】労働時間短縮のために最も重要なことは何だと思いますか（主なもの3つまで）。
　　　　⑥債権流動化（ファクタリング）（3.6％）　⑦リース・割賦（5.9％）　⑧支払委託（0.8％） ⑨その他（1.0％） ⑩検討していない（53.7％） 　　　　①経営者の意識改革（52.5％）　②管理職の意識改革（64.7％）　③社員の意識改革（67.2％）　④労使間の合意（7.0％）　

【１０】（非上場企業様にお伺いします）株式の上場について 　　　　⑤政府の政策設定及び支援体制（8.2％）　⑥労働基準法及び関連法の改正（9.7％）　⑦その他（3.4％）　

　　　〔上場計画〕　①近々上場予定有（0.4％）　②将来的に意向有（3.3％）　③上場意向なし（59.8％） 【１８】労働時間短縮の取り組みは貴社の業績にどのような影響を与えると思いますか。
　　　　　◇（①又は②とご回答の場合） 　　　　①プラスの影響（17.9％）　②ややプラスの影響（31.8％）　③特に変化はない（25.9％）　④ややマイナスの影響（9.3％）　⑤マイナスの影響（1.5％）　

　　　　　   〔株式異動、増資計画〕　①異動ニーズあり（6.0％）　②第三者割当増資計画あり（6.0％）　③いずれもなし（34.2％） 以降は働き方改革全般への取り組みについてお伺いします。
【１１】現在の経営課題について（主なもの３つまで） 【１９】政府が2017年3月に提示した次の9分野の働き方改革の中で、（１）現在、優先して取り組んでいる分野は何ですか。
　　　＜事業面＞①売上拡大（59.5％）　②海外展開強化（20.0％）　③販路拡大・多角化（31.7％）　④収益性向上（61.5％）　 ⑤従業員の採用・教育（47.9％） 　　　　また、（２）現在取り組んでおらず、今後優先的に取り組みを検討している分野は何ですか（主なもの3つまで）。
　　　　　　　　　　 ⑥不採算事業の売却（1.9％）　 ⑦その他（1.6％） 　　　　 （1）現在、優先して取り組んでいる分野

　　　＜資本面＞①ＲＯＥ向上（43.3％）　②株主還元（22.4％）　③自社株式の集約化（6.0％）　④事業継承への対応（15.8％）　 　　　　     ①長時間労働の是正（63.6％）　②同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善（8.0％）　③賃金引き上げと労働生産性の向上（23.9％）　

　　　　　　　　　　 ⑤格付機関による自社格付の向上（7.2％）　⑥その他（4.0％） 　　　　     ④転職・再就職支援、職業訓練（1.9％）　⑤テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方（2.9％）　⑥女性・若者が活躍しやすい環境整備（28.6％）　

【１２】現在、検討しているオフィス・不動産等に関する事項について 　　　　     ⑦高齢者の就業促進（12.7％）　⑧病気の治療、子育てや介護と仕事の両立（14.9％）　⑨外国人材の受け入れの問題（3.6％）　

　　　＜オフィス＞①面積見直し・集約（5.0％）　②立地・グレード改善（2.0％）　③賃料見直し（1.7％）　④建替え・改修（7.6％）　⑤売却（0.4％） 　　　　 （2）現在取り組んでおらず、今後、優先的に取り組みを検討している分野
　　　　　　　　　　 ⑥その他（0.6％）　⑦該当なし（68.6％） 　　　　     ①長時間労働の是正（10.8％）　②同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善（10.9％）　③賃金引き上げと労働生産性の向上（17.9％）　
　　　＜不動産＞①業務用地（事務所・店舗・工場等）の取得（10.0％）　②非業務用地（社宅・保養所等）の取得（0.3％） 　　　　     ④転職・再就職支援、職業訓練（2.3％）　⑤テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方（8.7％）　⑥女性・若者が活躍しやすい環境整備（24.0％）　
　　　　　　　　　　 ③業務用地（事務所・店舗・工場等）の売却　（1.6％） ④非業務用地（社宅・保養所等）の売却（1.5％） 　　　　     ⑦高齢者の就業促進（15.1％）　⑧病気の治療、子育てや介護と仕事の両立（18.3％）　⑨外国人材の受け入れの問題（10.9％）　
　　　　　　　　　　 ⑤その他未利用地の売却（2.5％）　⑥その他（1.1％）　⑦該当なし（66.4％） 【２０】働き方改革を実施する上で、課題となることは何ですか（主なもの3つまで）。

　　　　①人件費の負担増加（44.5％）　②人件費以外の負担増加（18.4％）　③収益性の低下（22.2％）　
　　　　④担当者の確保や担当部門の設置（15.0％）　⑤ IT環境の改善や設備の整備（24.5％）　⑥人事及び評価システムの見直し（29.1％）　
　　　　⑦政策のフォローアップ（4.0％）　⑧グローバル人材を含めた多様な人材の確保（13.6％）　⑨その他（2.1％）　⑩特になし（5.3％）　
【２１】働き方改革の実現に向けて、政府の最も重要な役割は何だと思いますか（主なもの3つまで）。
　　　　①企業の負担を考慮した無理ない政策の設定（64.3％）　②助成金の提供（28.6％）　
　　　　③最新の企業の取組事例などタイムリーな情報の提供（18.4％）　④IT環境の改善や設備投資に対する支援（28.6％）　
　　　　⑤インセンティブの提供（12.9％）　⑥その他（1.9％）　⑦特になし（6.0％）　

（注１）設問８の金額、設問10の時期については、回答記載を省略しております。
（注２）複数回答の設問があるほか、各設問とも無回答分があるため、合計は100％にはなりません。

【特別調査項目】【定例調査項目】
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働き方改革を実施するうえで、課題となることは何ですか（主なもの3つまで）。
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